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○松本市空き家等の適正管理に関する条例 

平成２６年３月１４日 

条例第２号 

改正 平成２６年６月１９日条例第１２０号 

（目的） 

第１条 この条例は、空き家等の適正な管理について市及び所有者等の責務を明らかにす

るとともに、空き家等の適正な管理に関し必要な事項を定めることにより、安全で安心

な生活の確保及び良好な生活環境の保全に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

（１） 空き家等 市内に所在する常時無人の状態にある建物その他の工作物若しくは

その敷地又は現に人が使用していない土地をいう。 

（２） 管理不全な状態 次のいずれかに該当する状態にあることをいう。 

ア 建物その他の工作物の倒壊若しくは破損により、又は建築材料等の飛散により、

人の生命若しくは身体又は財産に被害を及ぼすおそれがある状態 

イ 不特定の者が侵入すること等により、火災又は犯罪が誘発されるおそれがある状

態 

ウ 雑草若しくは樹木の繁茂、害虫の発生又は動物の繁殖により、周囲の生活環境の

保全に支障を及ぼすおそれがある状態 

（３） 所有者等 所有者又は管理について権原を有する者をいう。 

（４） 市民等 市内に居住し、通勤し、又は通学する者をいう。 

（市の責務） 

第３条 市は、第１条の目的を達成するため必要な施策を策定し、実施しなければならな

い。 

２ 市は、前項の規定による施策の実施のため必要な体制の整備に努めなければならない。 

（所有者等の責務） 

第４条 空き家等の所有者等は、当該空き家等が管理不全な状態にならないよう、自らの

責任において適正にこれを管理しなければならない。 

（市民等の協力） 

第５条 市民等は、第１条の目的を達成するため市が行う施策の策定及び実施に協力する

よう努めるものとする。 

２ 市民等は、空き家等が管理不全な状態であると認めるときは、市にその情報を提供す

ることができる。 

（調査等） 

第６条 市長は、第４条に規定する空き家等の適正な管理が行われていないと認めるとき、

又は前条第２項の規定による市民等からの情報提供があったときは、この条例の施行に

必要な限度において、当該空き家等の状態、所有者等の情報その他必要な事項について

職員に調査をさせることができる。 

２ 市長は、前項の規定による所有者等の所在の調査において必要と認めるときは、市が

他の目的のために保有する情報を調査に必要な限りにおいて、使用することができる。 

３ 第１項の調査を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があった

場合においては、これを提示しなければならない。 

４ 第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。 

（助言又は指導） 

第７条 市長は、前条第１項の規定による調査により、当該空き家等が管理不全な状態に

あると認めるときは、当該空き家等の所有者等に対し、管理不全な状態の解消のため必

要な措置を講ずるよう助言し、又は指導することができる。 

（勧告） 

第８条 市長は、前条の規定による指導を受けた空き家等の所有者等が当該指導に従わな
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いときは、当該空き家等の所有者等に対し、期限を定めて、管理不全な状態の解消のた

め必要な措置を講ずるよう勧告することができる。 

（措置命令） 

第９条 市長は、前条の規定による勧告を受けた空き家等の所有者等が、正当な理由なく

当該勧告に従わないときは、当該空き家等の所有者等に対し、期限を定めて、管理不全

な状態の解消のため必要な措置を講ずるよう命ずることができる。 

（公表） 

第１０条 市長は、前条の規定による命令を受けた空き家等の所有者等が、正当な理由な

く当該命令に従わないときは、次に掲げる事項を公表することができる。 

（１） 命令に従わない所有者等の住所及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所

在地、名称及び代表者の氏名） 

（２） 命令の対象となった空き家等の所在地 

（３） 命令の内容 

（４） その他市長が必要と認める事項 

２ 市長は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ当該公表の対象と

なる所有者等に対し、意見を述べる機会を与えなければならない。 

（代執行） 

第１１条 市長は、第９条の規定による命令を受けた空き家等の所有者等が、当該命令に

従わない場合において、他の手段によってその履行を確保することが困難であり、かつ、

その不履行を放置することが著しく公益に反すると認められるときは、行政代執行法（昭

和２３年法律第４３号）の定めるところにより自ら当該所有者等のなすべき行為をなし、

又は第三者をしてこれをなさしめ、その費用を当該所有者等から徴収することができる。 

（松本市管理不全空き家等審議会） 

第１２条 市長は、第９条から前条までに規定する措置命令、公表又は代執行（以下「措

置命令等」という。）を行おうとするときは、当該空き家等の管理不全な状態について

専門的な見地から客観的に判断するため、専門的知識を有する者（市長の附属機関とし

て設置する松本市管理不全空き家等審議会（以下「審議会」という。）をいう。）の意

見を聴かなければならない。 

２ 審議会は、措置命令等に関する事項その他市長が必要と認める事項について調査審議

し、市長に意見を述べるものとする。 

３ 審議会は、委員５人以内をもって組織し、空き家等の適正な管理に関し優れた見識を

有する者のうちから市長が委嘱する。 

４ 委員の任期は２年とする。ただし、委員に欠員を生じた場合における補欠委員の任期

は、前任者の残任期間とする。 

（関係機関との連携） 

第１３条 市長は、第１条の目的を達成するため必要があると認めるときは、市の区域を

管轄する警察署その他の関係機関に対し、必要な協力を求めることができる。 

（委任） 

第１４条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、平成２６年７月１日から施行する。 

附 則（平成２６年６月１９日条例第１２０号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（松本市特別職の職員等の給与並びに費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 松本市特別職の職員等の給与並びに費用弁償に関する条例（昭和２６年条例第８号）

の一部を次のように改正する。 

別表第２環境審議会委員の項の次に次のように加える。 

管理不全空き家等審議会委員   ７，１００ ５，０００ 

 


